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Ⅰ　緒　　言

1　農業用水利構造物の補強対策の必要性
　ａ．農業用水利構造物の役割
1950年から 2008年の間に世界の人口は 42億人増加

（1950年時点の人口の 2.7倍（66億 6000万人）に増加）し
た。そのうち，飢餓人口は 9億 6300万人と言われてお
り，世界人口の 7人に 1人が飢餓に苦しんでいる（World 
Hunger Series, 2007）。さらに，2050年には 92億人に
達すると予測されており（World Population Prospects The 
2006 Revision, 2007），世界の食糧需給は今後もひっ迫す
ると考えられている。21世紀が「食糧の世紀」，「水の
世紀」と言われる所以である。人類が地球上で利用でき

る水は，全水量のごく僅かであり（最も利用しやすい河
川，湖沼の水に至っては，地球上に存在する水全体のわ
ずか 0.01％に過ぎない）（Stockholm Environment Institute, 
1997），我々はその僅かな水に依存して生命を維持して
いる。現在では，水需要の増加に伴い世界中のあらゆ
る地域で，慢性的な水資源不足の問題に直面している
（Shiklomanov, 1996）。水と食糧生産の問題は表裏一体の
関係であり，この水をいかに確保できるかが今世紀の重
要な課題であると言える。
我が国では農耕文明が始まって以来，貴重な水資源を
確保するため，農業用水利施設（ため池や灌漑用水路な
ど）が整備されてきた。現在，基幹的な農業用水利構造
物（ダム，頭首工，用排水機場，開水路，パイプライン
など）の資産価値は再建設費ベース（農林水産省，2003）
で 25兆円に及び，幹線水路の総延長距離で 45,000km，
ため池の個数で 21万箇所（構造改善局，2000）にのぼっ
ている。今後，日本の食糧自給率（農林統計協会発行，
2008），を引き上げていくためには，これら国民の生命
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を支える農業用水利構造物の機能を持続的に発揮させる
ことが極めて重要である（農林水産省，2005）。 
　ｂ． 農業用水利構造物の整備に関する現状の課題と

展開方向
農業用水利構造物の整備は戦後の食糧増産と呼ばれる
時代に急ピッチに押し進められてきた。これらの施設の
中には老朽化が進行し，著しい機能低下，あるいは近い
うちに機能低下を引き起こす施設が多数存在している。
現在の厳しい財政事情の下で，これらの施設が有する機
能を持続させていくには，将来的な計画に基づくストッ
クマネージメントによる適切な維持管理および補修が不
可欠となっている。
このような状況に加えて，近年では自然環境保全への
対応と，低コスト化への社会的な圧力の高まりを受け，
社会的な要請に対応したさまざまな技術開発が求められ
ている。筆者が係わった課題を一例として挙げると，現
地発生土の有効利用（例えば，有吉ら，2007）やコンク
リート廃材の再利用（e.g. Aqil, et al. 2004 & 2005, 内村ら，
2004, 冨田ら，2005a&b）など自然環境に調和した技術，
あるいは，現行設計法では対応できない超大口径パイプ
ラインやトンネルの座屈現象など新たな問題に対応した
構造設計，矢板引抜きなど施工過程に伴う地中構造物の
安全性の評価（e.g. Tanaka, et al. 2001, 松島ら， 2008a）等々
があり，幅広くかつ高度な技術開発が求められている。
また，ここ十数年の間に，1995年の兵庫県南部地震，

2004年の新潟県中越地震，2008年の岩手・宮城内陸地
震など幾度もの記録的な大地震や，2000年東海豪雨，
2004年台風 23号，2004年福井豪雨などの集中豪雨が頻
発し，社会基盤の脆弱さが露呈した。特に，数多くの重
要な構造物（ため池，下水道，橋梁，河川堤防等）に極め
て深刻な損傷が生じたことが契機となり，集中豪雨や地
震などへのハード対策，予測技術や情報システムなどソ
フト対策の構築が求められるようになった。
上記の点を踏まえると，現在，農業用水利構造物の整
備を行う上で果たすべき社会的な目標（龍岡，2007に加
筆）は以下の 5点ではないかと考えられる。
①　 既存あるいは老朽化した構造物の機能を適切に診
断すること。

②　 維持管理，補修・改修技術による機能向上効果を
評価し，必要に応じて適切に実施していくととも
に，設計への導入を積極的に図ること。

③　 社会的ニーズに対応した技術開発ならびに設計の
高度化を図ること。

④　 現存不適格な構造物の補強対策および新設構造物
の高耐久化技術を開発すること。

⑤　 上記の目標を高い費用対効果で実現すること。
※ 現存不適格とは，建設されたときは基準を満たして
いても，現在の設計外力に照らすと基準を満たさな
いこと。

2　新しい技術の導入の必要性
　ａ．設計の合理化
農業用水利構造物（パイプライン，水路，ため池，フィ
ルダムなど）は，いずれも地盤上あるいは地盤中に存在
するので，これらの構造物の安定性を評価する場合，常
に地盤との相互作用を考慮しなければならない。そし
て，具体的に，どのような力まで持ちこたえられるのか，
あるいは，どれくらい変形し，破壊するのかを正確に把
握することが必要になる。この問題の本質を探っていく
と，さまざまな点で設計の合理化が可能であり，補強対
策の意義付けが明確になる。
ここでは，レベル 2地震動に対するフィルダムの耐震

対策を例にして，設計の合理化（谷，2007a&b）について
説明する。実務設計では，通常の設計外力であれば，経
済的に許容される範囲で設計することが可能であるが，
レベル 2地震動になると，土が破壊しないような極めて
緩い盛土勾配にしなければならず，非現実的な巨大な構
造物となってしまうことが多い。その原因は実務設計に
用いられる極限釣合い法が地震力を水平震度と見なして
安定計算を行っているためであり，静力学的な考え方で
は現実的な問題への対処が困難となってしまうためであ
る。 
しかし，地震動の継続時間が有限であることを考える
と，その間に生じた堤体の残留沈下量を正確に見積もる
ことができれば，ダムとしての貯水機能が安全か危険か
を判断することができる。すなわち，高い地震力に対し
ては構造物をまったく破壊させないことを前提とするよ
りも，むしろ，決壊を生じない沈下量をあらかじめ規定
しておいて，これに実際の堤体沈下量が収まるように改
修目標を設定した方が合理的である。したがって，フィ
ルダムの場合では，貯水位を下回る残留沈下量を発生さ
せないことが性能目標となる。この設計概念を実現化す
るには，第一に，補強対策を行わない場合において，地
震力を受けたときに生じる残留沈下量を正確に予測する
ことが必要であり，第二に，補強対策を実施した場合で
の沈下抑制効果を定量的に評価することが必要となる。
このことが可能となれば，従来の設計では十分に評価
されていない補強技術の付加価値，例えば，ジオシンセ
ティックスを用いた補強技術では靭性の改善効果（土の
みの構造物のように破局的な崩壊が生じず，粘り強さが
得られる）を積極的に設計に導入でき，二次災害のリス
ク回避によって得られる便益を建設コストに反映するこ
とができる。すなわち，合理的な補強対策を実施するこ
とが可能となる。
　ｂ．土質材料の補強方法
農業用水利構造物を建設する際には，盛土，切土など
によって人工的に地形を改変し，斜面を安定させる場面
にしばしば直面する。この種の問題は構造物の築造が始
まった時代から続く人類の共通課題であり，土質材料
（粒状体）の性質に基づいて適切な対策を講じる必要があ
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る。一般的に粒状の土質材料には，次のような性質を有
している。
①　土質材料はつぶとつぶからなる粒子の集合体
　・ 押しつけられると互いに土粒子間に高いせん断抵
抗力が生まれて，高い強度を発揮できる。

　・ その一方，引張りに対しては簡単に崩れる。
②　 破壊はつぶとつぶの土粒子間の骨格が崩れること
によって生じる

　・ ある一定の力が作用すると，つぶとつぶの骨格が
崩れて，局所的な領域に変形が集中する。この現
象をひずみ軟化と呼び，強度低下を引き起こす。 

つまり，土質材料は，四方八方から押さえつけられた
状態では，極めて高い強度を発揮できるが，引張りやせ
ん断に対しては不安定な現象を引き起こす。この欠点を
補うには，次のような補強方法が考えられる。
①　 引張りに対して土粒子間に化学的な結合力を付加
させる。

②　 鉄筋コンクリートのように引張りに抵抗できる人
工材料を組み入れることによって，物理的に土質
材料が引っ張られないようにする。

①は固化材（例えば，セメント，石灰）により化学的な
作用を利用して土粒子間に結合力を付加させる方法で
あり，工法としては深層混合処理土や薬液注入工法（土
木研究所，2004，日本石灰協会，1983，セメント協会，
2003）などが挙げられる。ただし，一旦，土粒子間の結
合力が切れると脆性的な挙動が現れる。②は引張りに抵
抗できる材料（以下，補強材と呼ぶ）によって土に作用す
る引張り力を分担する方法である。一般的にこれを引張
り補強土工法と呼んでいる。補強材が配置されていない

無補強供試体では，ある一定の力が加わると，ひずみ軟
化が生じて強度低下が生じる（Fig. 1(b)）。一方，土に引
張りひずみが発生する方向に補強材を配置した場合，載
荷初期には十分な引張り力が補強材に生じないため，剛
性は増加しないが，土質材料の変形が大きくなると，補
強材に十分な引張り力が作用するようになり，それに
応じた摩擦力が土と補強材の間に発生する（Fig. 1(d) & 
(e)）。その結果，土に拘束力が発揮され，供試体の強度
が増加する。この効果は土のひずみ軟化が始まるせん断
ひずみに達した後も，継続的に発揮され続けるため，見
かけ上脆性的な挙動が改善される。実際に，Fig. 2に示
すように，無対策の土構造物は破局的な崩壊が生じてい
るのに対し，補強土構造物では大変形後も破局的な崩壊
に至っていないことがわかる。本研究では，上記のうち
引張り補強材を用いた土の補強方法について取り扱う。
　ｃ．引張り補強土工法の特長
Fig. 3に示すように農業用水利構造物にはさまざまな
人工材料が用いられている。曲げ・せん断補強には，土
圧を受持つ矢板や重力式擁壁などの抗土圧構造物等があ
り，鉄あるいはコンクリートなどが用いられる。圧縮補
強には，建物や橋脚などの荷重を分担する杭などがあ
り，これも主にコンクリートや鉄などが使用される。一
方，引張り補強には，曲げやせん断にはほとんど抵抗せ
ず，引張り方向のみに抵抗する引張り補強材が用いられ
る。一般的に引張り補強材は，他の人工材料に比べて次
のような特長を有している。
①　 面状の高分子材料あるいは帯状の金属を用いられ
るため，部材の断面が薄くて，軽量である。

②　 地盤中に引張り補強材を敷設して構築できるた

Fig. 1　合理的設計の基本となる引張り補強土の強度変形特性の概念図
Concept of strength and deformation characteristics of tensile-reinforced soil as a basis for a rational structural design
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め，特殊な建設機械が不要で，かつ，施工性に優
れる。

③　 引張り補強材が土質材料に生じる引張ひずみの発
達を抑制し，補強材と土の間に摩擦力が発揮さ
れ，土の強度を有効に引き出すことができる。し
たがって，柔で粘り強い特性が得られ，高い耐震
性を確保できる。これに対して，従来形式の重力
式擁壁では躰体が重いため，慣性力に対して安定
性を確保しにくい，また，片持ち梁構造となるた
め，地盤高さが高くなると背面土圧に抵抗するた
めに必要な擁壁の厚みは著しく大きくなる。

④　 構造物内に大きなせん断ひずみが生じた段階でも
補強材が破断しない限り，継続的に引張り力が補
強材に動員されるため，破局的な崩壊に至りにく
い。

　ｄ．ジオシンセティックスと土の相互メカニズム
土を引張り補強する工法はかなり古い時代から用いら
れている（Table 1参照）。現在のように人工材料がない
時代においては木杭，枝あるいは葉などを利用した敷き
粗朶，あるいは敷葉工法と呼ばれる伝統的な工法が紀元
前に中国で開発されている。日本にも中国や朝鮮からこ
れらの技術が伝承され（大阪府狭山池博物館，2001），た
め池堤体，河川堤防あるいは土豪などの土構造物に適用
されてきた（Fig. 4）。
近代的な補強土工法が急速に発展し始めたのは 1960
年代になってからである。フランスの H. Vidal（1963）
によって発表されたテールアルメ工法の開発がきっか
けになったと言われている（千田ら，1986）。この工法
は，盛土内に帯状の金属板を敷設し，これと壁面材を連
結させることによって急勾配盛土を構築するもので，急
速に世界各地で普及した。補強土工法は擁壁など直接的
に土の変形を抑制する抗土圧構造物の設計概念とはまっ
たく異なり，土自体の性質を引き出す点に最大の特長が
ある。これまでの土壌造物の補強対策の考え方を大きく
転換させたと言える。その後，このような土の補強原理
が注目されるようになり，1970年代後半にはジオテキ
スタイルと呼ばれる高分子材料を用いた工法が開発され
た。日本でもこれらの補強技術が紹介され，1980年代
から普及し始めた。今では，Fig. 5のようにさまざまな

Fig. 2　2004年新潟県中越地震に見られる無補強土構造物と
補強土構造物の典型的な崩壊モードの違い

Typical failure modes of un-reinforced soil structures and
 geosynthetic reinforced soil structures damaged by 

the 2004 Niigata-ken Chuetsu earthquake

Fig. 3　人工材料を用いたさまざまな補強技術
Various reinforcement technologies using artificial materials
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工法が開発されている。ただし，地震国である我が国に
おいて本格的に鉄道盛土など高規格な盛土に導入された
のは，その後の日本独自の基礎研究の成果によるところ
が大きい。近年，これらの一連の基礎研究と実証的な取
り組みが世界でも認められ，補強土工法の高い耐震性が
広く認知されるようになった（Tatsuoka, et al. 2007）。 ま
た，2004年新潟県中越地震や 2007年能登半島地震にお

いて被災した高速道路，鉄道盛土の強化復旧工法として
積極的に活用されている（久保ら，2007）。
一方，補強原理の究明に関する基礎研究のはじまり
は，実用化が先行して発展してきた分野であったためか，
H.Vidal（1963）の発表からおよそ 20年遅れて，1980年代
後半から本格的に始まった（Palmeria, 1987, e.g. Jewell & 
Wroth, 1989）。補強土工法の原理は，土質材料の変形に

Fig. 4　7世紀に築造された水城のイラストレーション（林，2003から引用）
Illustration of an earthwork fortification constructed in the 7th century

Fig. 5　現在におけるさまざまな補強土工法（ジオシンセティックス入門，2001から引用）
Various modern geosynthetic reinforcement technologies
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よって補強材に引張り力が動員され，それに応じた摩擦
力が土と補強材の間に発生する。そして，それによって
土の拘束力が高まり，強度増加する。その点で，他の人
工材料よりも補強材と土質材料の相互作用が強く現れる
ことになる。そのため，補強原理そのものはイメージと
して捉えやすいが，どのような仕組みで強度が発揮され
ているのかを理論的に説明するのは容易ではない。この
問いに答えるため，多くの研究者が補強メカニズムの解
明に関する研究を実施してきた（例えば，IGS日本支部，
2004）。しかし，現在でも補強原理を体系的に整理する
までには至っていない。
この問題は設計の本質に関わる重要な問題であるが，
補強材と土の相互作用によってどのような応力・ひずみ
場が形成されるかを把握しなければならないため，そう
簡単に解決できない。現行設計法（例えば，ジオテキス
タイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル改訂版，
2000）の最大の問題点は，このことが完全に抜け落ちて
しまっているところにある。つまり，実際と設計上の間
で相当なズレがある訳である。これは補強土が理論より
もむしろ実証的な取り組みが先行して発展してきた分野
の宿命であるとも言えよう。すなわち，今日の補強土分
野における最も重要な課題の一つは，実際と設計上の間
のギャップを解消することにあると言える。
この課題の解決に向けては，第一に，ひずみレベルで
の補強材と土の相互作用を把握することである。これは

実験方法や計測方法を工夫することで実際の挙動をある
程度まで把握することが可能である。あるいは，FEM
などの数値解析（e.g. Kotake, 1998）により実験結果を再
現することで，よりよい理解を得ることもできる。しか
し，問題は実際の挙動が把握できたとしても，補強材の
存在によって応力・ひずみの境界場にどのような影響を
与えているか，その解釈を得ることが困難なことである。
すなわち，第二のハードルは，補強効果による強度発現
メカニズムを定量的な評価に結びつけることである。た
だし，先述のように補強材が存在することにより，土の
応力・ひずみ場が複雑化することに加えて，土のみの挙
動を正確に予測することが容易ではないこと。さらに，
補強材の配置方向や載荷モードによって本質的に発揮さ
れる引張り補強効果が異なるため，引張り補強効果の全
容を単純に把握することはできない。
これらの問題をクリアーするには，やはり，補強材の
配置や載荷モードの違いによって表れる強度発現プロセ
スを丁寧に一つ一つ紐解いていく必要があり，これには
境界条件が異なるいくつかの実験と，それに応じた理論
的な解釈と検証の積み重ねが必要である。
このような観点から，本論文の前半（Ⅲ・Ⅳ）では，地
盤工学的な観点から現状の設計と実際のギャップを少し
でも縮めることを目的として，補強土の直接せん断（DS）
試験を取り上げ，せん断領域が規定された状態で発揮さ
れる強度発現メカニズムの解明に取り組んだ。

3　 地域防災力強化のための農業用水利構造物の減災
技術の開発

　ａ．ため池の役割と課題
我が国は農耕文化が始まって以来，急峻な地形を巧み
に利用してため池を構築し，貴重な水資源を確保してき
た。その箇所は全国でおよそ 21万箇所以上に及んでい
る。ため池は小規模な流域に腑存する水資源を確保する
ため，環境への影響が少なく，水田との一連の配水シス
テムを形成することにより，多様な生物の生息・生育の
場を創出してきた。このような小規模開発による伝統的
な水利用のあり方は，里山の持つ多面的な機能を発揮さ
せるとともに，持続可能な農村社会を実現してきたと言
える。今日では，このような水利用のあり方が着目さ
れ，その役割が見直されてきている。
その一方，我が国は気象的諸条件において極めて災害
が発生しやすい環境下にあり，安全面でのため池の管理
が重要な課題となっている。特に，都市化や農村地域の
混住化が進んだ地域では，地勢上の問題点を十分に考慮
しないまま，ため池の下流地域に住宅等が建設されてき
た。その結果，決壊による二次災害の規模拡大が懸念さ
れるようになった。また，社会情勢の変化とともに農業
従事者の減少や高齢化が進み，ため池の維持管理・改修
が地域の重大な課題となっている（四国新聞社，2008）。
現在，早急な改修が必要とされる老朽化ため池は全国

Table 1　補強土壁年表（小川，2004に加筆）
History of geoshnthetics reinforced retaining walls 

西暦 補強土に関する主な出来事
紀元前 中国で，葦や竹などの小枝を粗朶状にして土構

造物の補強材として利用していた。
7世紀初頭 大阪府狭山池で敷葉工法が堤体の築堤技術に利

用される。
―

1963年 フランスのH. Vidalによって「テールアルメ工法」
が開発される。

1967年 国内で「テールアルメ工法」が紹介される。
1971年 フランスで「コンクリートスキン」が開発される。
1972年 国内初，山梨県の中央自動車道で「テールアル

メ工法」の施工が実施される。
1977年 Bromsがジオテキスタイルを用いた補強土擁壁

を提案する。
1983年 「多数アンカー式補強土壁工法」の施工が実施さ

れる。
1984年 「ジオテキスタイルを用いた補強土壁工法」の施

工が実施される。
1987年 「RRR工法」の施工が実施される。
1988年 「TUSS工法」の施工が実施される。
1990年 「ワイヤーウォール工法」の施工が実施される。
1991年 「ウェブソル工法」の施工が実施される。
―
現在 新たな工法が 30種類以上出現している。
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に約 2万箇所及ぶと言われており（農林水産省，2000），
今日の厳しい財政事情下で，すべてのため池を改修して
いくことは極めて困難な状況にある。そのため，将来的
には損害回避便益と対策コストに基づく費用便益分析を
基礎として改修事業等の優先順位を決定していくことが
不可避である（土木学会，2000）。また，さらなるコスト
縮減を図るため，重要度（ため池の規模や立地条件など）
に応じた要求性能を設定し，一律の設計規格に適合した
画一的な整備基準ではなく，地域ごとに適切な改修レベ
ルを定めていくことが必要になるものと考えられる。
　ｂ． 自然災害を防ぐ－中山間地域に点在するため池

を対象に－
我が国は降水量が多いものの，国土の約 7割が山地を
占めており，地形的に水を蓄えるには不利な条件にあ
る。そのため，中山間地域では谷地形上にため池を構築
することが多く，次のような防災上の問題を抱えるケー
スが多い。
①　 水源地が山間地域であるため，豪雨時に設計では
想定していない山腹崩壊が発生することがある。
それによって洪水吐の水路に流木や土砂が堆積
し，排水機能が低下して，堤体上を越水する。あ
るいは，突発的な土石流により堤体越水が発生し，
決壊が生じる（兵庫県，2008）。

②　 傾斜地上では堤体下流斜面の法面を緩勾配化しに
くいため，堤体に十分な安定性が確保されていな
いことがある。

それぞれの問題への対応を考えてみると，①の堤体越
流現象は，単なる洪水吐の排水能力不足の問題を解消す
るだけでなく，土砂や流木の発生を未然に防ぐことが重
要である。そのためには，水源地の適切な保全管理を行
うことが重要である。それと同時に，大規模な山腹崩壊
に伴う突発的な土石流に対応できる補強技術の開発が必
要である。②については，用地面積の確保あるいは用土
不足による堤体断面の拡張が困難な場合においても，堤
体の耐震化が可能な技術を開発する必要がある。上記の
技術的な課題を解決できれば，自然災害（地震・洪水）に
強いため池を構築でき，設計の合理化（毛利ら，2005）を
実現することができると考えられる。
本研究では，堤体の耐震化および堤体越水に対する耐
侵食機能を統合させた補強技術を開発することを目的と
して，侵食に強い「土嚢」と堤体補強に有効な「ジオシ
ンセティックスを用いた補強土工法」に着目し，それら
の機能を組み合わせた新しい改修技術を開発した。
本論文の前半では，これらの補強技術の基本となる複
合材料の強度変形特性を把握し，強度発現メカニズムの
観点から，高い強度発現を生み出すための適切なジオシ
ンセティックスと土質材料の組み合わせや，最適な土嚢
の形状・配置などについて検討した。後半では，自然災
害（地震・洪水）に強い改修技術（越流許容型ため池）を確
立するため，前半の検討結果から得られた知見に基づき

ジオシンセティックスと土嚢を組み合わせた新しい堤体
構造を考案し，実物大の振動実験および越流破堤実験を
実施し，現場レベルでの耐震対策・耐越水対策の有効性
を検証した。さらに，実用化のための設計・施工技術を
構築した。
以下に本論文で取り組んだ内容を示す（Fig. 6研究開
発フロー参照）。
・ ジオグリッドにより引張り補強された土の直接せん
断試験および土嚢積層体の力学試験を実施し，ジオ
シンセティックスを用いた堤体土（土質材料），およ
び土嚢積層体の強度・変形メカニズムを解明し，最
適な形状や配置方法を検討する。
・ 土嚢積層システムを適用した補強斜面の侵食メカニ
ズムを明らかにし，越水に強い構造形態を見出す。
さらに，地震時における土嚢積層斜面の滑動メカニ
ズムを明らかにし，耐震対策の有効性を検証する。
・ 従来の仮設材扱いの土嚢から恒久材としての利用方
法を確立するために，適切な土嚢の使用方法を明ら
かにするとともに，実用化のための簡便な設計・施
工方法を提案する。
・現場への適用を図り，実用性を検証する。
※　越流許容型ため池の構造および名称　
越流許容型ため池とは，従来の土を締固めにより築造
されるため池では許されなかった越水を許容できる堤体
構造を有するため池のことである。
通常のため池堤体構造を Fig. 7に示す。一般的なため

池は良質な土質材料を用いて締固めながら築造する土構
造物であり，付帯施設には斜樋・底樋からなる取水施設
と，集水流域からの余剰な流入水を排水させる洪水吐か
ら構成されている。堤高は設計洪水位に余裕高を加えた
高さに設定されている。一方，越流許容型堤体構造は
Fig. 8に示すように堤体の一部が低くなっており，既存

Fig. 6　自然災害（地震・越水）に強い農業用水利構造物
  （土構造物）の改修技術の研究開発フロー

Flowchart of Development for rehabilitation technology of soil 
structures to protect and mitigate hazards caused by natural disasters
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洪水吐の排水能力不足を，補うことができる。
本研究は，農工研土質研究室のテーマである「自然災
害に強いため池堤体の開発」に関する研究成果を取りま
とめたものです。本研究の取りまとめに際して，多くの
方から多大なるご支援・ご協力を賜りました。前東京大学
田中忠次教授には，筆者が研究職の道を歩み始めて以来，
非常に多くのご指導・ご助言を頂きました。心より感謝
いたします。また，東京理科大学龍岡文夫教授には，常
に的確な分析と，きめ細やかなご指導をして下さいまし
た。心より感謝申し上げます。
また，本研究を進めるに当たり，在籍しました研究室
関係者や東京大学および東京理科大学における研究者の
方々には大変お世話になりました。記してお礼申し上げ
ます。
なお，本論文は東京大学審査学位論文であることを付
記します。

Ⅱ　実験材料

本論文で使用した供試材料について説明する。
1　土質材料
　ａ． 補強土の大型直接せん断（DS）試験に使用した

土質材料
粒子径効果を調べるため，平均粒径が異なる 3種類の
土質材料を用いた（Fig. 9）。これらの粒度分布および物
性値をそれぞれ Fig. 10，Table 2に示す。なお，均等係
数 Ucはそれぞれ 1.5～ 2.5の範囲にあり，ほぼ同じ粒
度分布の曲線形状はよく似ている。中粒径および大粒径
の土質材料は，同一の母岩から採掘した礫材を粒度調整
したものであり，それぞれ千葉細礫および千葉中礫と呼
ぶこととする。
　ｂ． 土嚢積層体の圧縮・水平せん断試験に使用した

土質材料
土嚢積層体の圧縮試験には，比較的強度・剛性の優
れている材料から細粒分含有率が高い低品質な材料の 4

Fig. 8　越流許容型ため池の堤体構造の一例と洪水時のイメージ
Example of structural features of small earth dam tolerant overtopping and 

image of remedy work for flooding

Fig. 7　従来工法による堤体構造と典型的な被災状況
（ため池整備，2003より引用）

Traditional structural features of a small earth dam and typical damages
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種類の土質材料を用いた。良質材としては電柱を破砕
した再生砕石（中詰め材 A：REPA（Recycle electronic pole 
aggregates）），鉾田砂（中詰め材 B）を用いた。低品質な
材料としては細粒分含有率がそれぞれ Fc= 35％ , Fc= 
50％である中詰め材 C（鉾田砂と金沢粘土を重量比で 7:3
で混合）と，中詰め材 D（鉾田砂と金沢粘土を重量比で 1:1
で混合）を用いた。それぞれ Fig. 11および Table 3に粒
度分布，突固め試験結果および物理特性を示す。
土嚢積層体の水平せん断試験には，小粒径材の豊浦砂

と，大粒径材の再生砕石（REPA）を用いた。Fig. 11およ
び Table 4にそれぞれ 2種の土質材料の粒度分布，物性
値を示す。なお，本論文で使用した再生砕石の詳しい力
学特性に関しては文献 Aqil et al.（2004&2005），内村ら , 
（2004），富田ら，（2005a&b）を参照されたい。
　ｃ．実物大の振動実験に使用した土質材料
実物大のため池堤体モデルによる振動実験には，堤体
土と土嚢の中詰め材として 2種類の土質材料を用いた。
堤体材料には含水比 10％の十勝砂を，土嚢の中詰め材
には再生砕石を用いた。Fig. 12および Table 5にそれぞ
れ 2種の土質材料の粒度分布および物性値を示す。
　ｄ． 小規模および実物大の越流破堤実験に使用した

土質材料
予備的検討として実施した小規模越流破堤実験には，
堤体土および土嚢の中詰め材ともに鉾田砂を用いた。実
物大の越流破堤実験では，サヤ土には笠間砂を，コア材
には遮水材料として粒度調整した笠間砂と関東ローム
（重量比 1:2.5）の混合土を用いた。土嚢の中詰め材には

Table 2　DS試験に使用した土質材料
Properties of backfill materials used in the large direst shear test

名称 D50（mm） 平均粒径比 Uc Gs emax emin 粒子形状
豊浦砂 0.206 1 1.580 2.640 0.95 0.55 やや角張った
千葉細礫 1.93 9.4 2.550 2.740 0.99 0.48 よく角張った
千葉中礫 4.65 22.3 2.160 2.680 － － よく角張った

Table 3　土嚢積層体の圧縮試験に使用した土質材料
Properties of backfill materials used in the vertical compression test on a pile of soil bags

略称 名称 D50

（mm）

締固め Ab法
（再生砕石は Bb法）

(JIS A 1210).

締固め C法
（再生砕石は E法）

(JIS S 1210).

ρdmax（g/cm3） wopt（%） ρdmax（g/cm3） wopt（%）

中詰め材 A
PERA

（再生砕石） 19.0 1.702 10.1 1.870 8.2

中詰め材Ｂ 鉾田砂 0.184 1.622 18.9 1.796 13.5

中詰め材 C Fc35 0.137 1.634 19.9 1.770 15.9

中詰め材 D Fc50 0.0734 1.648 20.9 1.851 13.4

Fig. 10　DS試験に使用した 3種類の土質材料の粒度分布
Particle size distribution of the 3 granular materials used 

in the large direct shear test

Fig. 11　土嚢積層体の圧縮・水平せん断試験に使用した
                      土質材料の粒度分布

Particle size distribution of backfill materials used in the vertical 
compression test and lateral shearing test of piled soil bags

Fig. 9　大型 DS試験で使用した粒子径が異なる 3種類の砂礫材
Three types of granular materials with different particle sizes used in 

the large direct shear test
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再生砕石を用いた。Fig. 13および Table 6にそれぞれ粒
度分布および物性値を示す。なお，本実験で使用した再
生砕石は，完全に水和反応をしていないセメント成分が
残留していたため，土嚢を締固め後に，ごくわずかに固
結していた。

2　ジオシンセティックス
　ａ． 補強土の直接せん断（DS）試験に使用した供試

材
Fig. 14に示すように一般的に使用されるジオグリッ
ド製品は引張り方向に配置された縦ストランドと引張り
方向と直行方向に配置された横ストランドで構成されて

Table 4　土嚢積層体の水平せん断試験に使用した土質材料
Properties of backfill materials used in the lateral shearing tests on a pile of soil bags

名称 D50

（mm） Uc Gs emax emin
Dmax

（mm） 平均粒径比

豊浦砂 0.206 1.580 2.640 0.95 0.55 0.5 1

PEPA
（再生砕石） 6.6 15.8 2.650 1.72 7.1 37.5 32

Fig. 12　振動実験に使用した土質材料の粒度分布
Particle size distribution curves of backfill materials used 

in the shaking table tests

Fig. 13　越流破堤実験に使用した土質材料の粒度分布
Particle size distribution curves of the backfill materials 

used in the hydraulic overflow induced failure tests

Table 5　実物大の振動実験に使用した土質材料
Properties of backfill materials used in the full scale shaking table tests

名称 用途 D50

（mm） Uc Gs

締固め Ac法（再生砕石は
Bb法）（JIS A 1210） emin emax

ρdmax（g/cm3） wopt（%）
十勝砂 堤体材料 0.18 1.80 2.668 1.530 26.2 0.781 1.291

再生砕石 土嚢の中詰め材 7.42 39.2 2.605 1.868 12.8 － －

Table 6　小規模および実物大の越流破堤実験に使用した土質材料
Properties of backfill materials used in the hydraulic overflow-induced collapsed tests of small and full-scale models

名称 用途 D50

（mm） Uc Gs

締固め Ab法（再生砕石は
Bb法）（JIS A 1210） 透水係数

（cm/sec）
ρdmax（g/cm3） wopt（%）

小規模の越流破堤実験に使用した土質材料

鉾田砂 堤体土および土嚢
の中詰め材 0.184 5.83 2.676 1.517 14.3 未実施

実物大の越流破堤実験に使用した土質材料
混合土

笠間土 +関東ローム コア材 0.914 68.3 2.617 1.470 24.6 1.27E-06

笠間土 サヤ土 1.772 20.3 2.650 1.935 11.6 1.21E-04

再生砕石（振動実験
と共通） 中詰め材 7.420 39.2 2.605 1.868 12.8 2.67E-04
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いる。ジオグリットは曲げおよびせん断剛性が極めて小
さく，圧縮にも抵抗せず，引張りのみにしか抵抗しない
引張り補強材である。引張り力を分担する芯材には高強
力ビニロン繊維，高延伸したポリエステルなどが使用さ
れる（国際ジオシンセティックス学会日本支部，2001）。
Fig. 15に芯材の引張り特性を示す。芯材の材質ごとに
引張り特性が大きく異なっており，ジオグリット製品ご
との引張り特性を特徴づけている。本試験で使用した引
張り補強材は，市販の 11種類のジオグリッド（土木研究
センター（1997&1998））に加えて，実験用に作製した引
張剛性が極めて高いりん青銅を用いた補強材および引張
剛性が極めて低いゴムシートを使用した。合計 13種類
の供試材の引張特性および形状・厚みなどの諸元値をそ

Fig. 14　高分子系ジオグリット
（ジオシンセティックス入門，2001より引用）

Polymer geogrids

Fig. 15　各種素材の応力－ひずみ特性
（土木研究センター，1998より引用）

Tensile stress and strain characteristics of various polymers

Fig. 16　補強材の引張試験から得られた引張ひずみと
　　　　　　引張り強度の関係

Relationships between tensile strain and tensile strength 
from tensile test of geosynthetic reinforcements
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れぞれ Fig. 16, Fig. 17および Table 7に示す。ジオグリッ
ドの厚みは 1.0 mm～ 3.8 mmの範囲，補強材の比表面
積は 0.222～ 0.422の範囲である。また，せん断時に発
生する補強材引張ひずみを計測するため，Fig. 18のよ
うにひずみゲージを補強材に複数箇所に貼付けた。
　ｂ．土嚢材
土嚢積層体の圧縮試験には，ポリエチレン製の織布

（PE）とポリプロピレン製（PP）の織布を土嚢材として使

用した。それぞれ引張強度は 3.75 kN/mと 14.5kN/mで
あり，引張ひずみ 5.0％における引張剛性は 32.4kN/mと
89.2kN/mである。PE製の織布はホームセンターなどで
市販されている白色の土嚢材である。一方，PP製の織
布はアグリシートと呼ばれる農業用資材（日本クロスワ
イド株式会社：アグリシートの製品情報，2009）として
広く用いられているものを使用した。本実験に使用した
PP製の織布はジオグリットと比べると安価で，上記の

Fig. 17　実験に用いた補強材の物性値および形状
Shapes and dimensions of reinforcements used in the experiments

Table 7　補強材の物性値
Properties of geosynthetic reinforcements

名称 引張強度
（kN/m）

引張剛性
（kN/m） 形状

縦ストラ
ンドの幅
（mm）

横ストラ
ンドの幅
（mm）

目合い
縦×横
（mm）

芯材材質
（縦×横） 比表面積 厚み

（mm） 表面粗さ

りん青銅 66.7 152.6 短冊状 3.0 － 22 りん青銅 0.272 0.5 滑らか

S8000 82.3 25.3 格子状 3.5 2.6 20× 20
ベクトラン×
ポリエステル 0.252 1.1 やや滑らか

A6000 31.2 19.9 〃 2.8 2.6 20× 20
ベクトラン×
ポリエステル 0.230 1.1 やや滑らか

V6000 60.8 7.60 〃 6.0 2.0 20× 20
ビニロン×
ビニロン 0.301 1.3 やや滑らか

V3000 33.3 5.13 〃 2.8 2.0 166× 22
ビニロン×
ビニロン 0.225 1.3 やや滑らか

SR125 105.8 10.18 〃 6.5 16.5 166× 22 ポリエステル 0.384 7.0 滑らか
SR80 75.3 7.53 〃 〃 〃 〃 ポリエステル 0.384 3.8 滑らか
SR55 75.3 4.58 〃 〃 〃 〃 ポリエステル 0.384 3.0 滑らか
SR35 39.2 3.39 〃 〃 〃 〃 ポリエステル 0.384 2.2 滑らか
SR35 27.0 4.15 〃 3.5 3.5 28× 33 ポリエステル 0.222 2 滑らか
RS3 31.2 4.22 〃 4.0 3.0 28× 33 不明 0.232 1.5 やや滑らか

KGT4000 32.0 1.72 〃 2.0 1.0 9× 9 ポリエステル 0.289 0.9 やや滑らか
Rubber 5.4 0.76 シート状 － － － ポリ塩化ビニル 1.000 1.5 やや滑らか
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PE製の土嚢材に比べて強度・剛性に優れている。破断
引張強度で 3.7倍，引張剛性で 2.8倍の差がある。また，
小規模越流破堤実験に使用した土嚢材には，衣類に使用
される SAP（サップ）と呼ばれるポリエステル製（PET）の
織布（東レ株式会社：サップの製品情報，2009）を用いた。
Fig. 19にそれぞれの織布の引張試験から得られた引張
ひずみと引張強度の関係を示す。なお，土嚢積層体の水
平せん断試験，実物大の振動実験，実物大の越流破堤実
験，現場施工試験および実証試験ではアグリシートを土
嚢材として使用した。アグリシートの性能を Table 8に
示す。 

Ⅲ　 ジオグリッドによる引張り補強メカニズムの
解明

1　補強材と土の相互作用を調べる意義
　ａ．引張り補強土に関するさまざまな室内試験
引張り補強メカニズムを解明するには，土の変形に
よって補強材にどのように引張り力が作用するか，ま
た，補強材に作用する引張り力が土中でどのようにアン
カーされているかを理解することが重要である。この目
的のため，Fig. 20（Palmeria, 2008a）に示すように補強材

と土の間の相互メカニズムを解明するための種々の室内
試験が実施されている。土を変形させる直接せん断（DS）
試験（e.g. Jewell&Wroth, 1987, Wu, 2003）や平面ひずみ圧
縮（PSC）試験（e.g. Kotake, 2003, Warat, et al. 2007）では，
土の変形に伴う補強材引張ひずみの発達過程と，これら
の挙動がどのように強度発現に結びついているかを把握
することができる。ただし，土のみの場合では，供試体
内にほぼ一様なひずみ場が形成されるので，要素試験と
して位置付けられるが，補強材が存在する場合，供試体
内部の応力・ひずみ場が複雑に変化するため，要素試験
ではなく，一種の境界値問題として取り扱う必要があ
る。つまり，試験から得られる見かけ上の応力―ひずみ
関係だけでは，補強メカニズムの本質を理解することが
できない。これまでの研究（e.g. Jewell&Wroth, 1987, Wu, 
2003）において，補強供試体内部の土のひずみの発達分
布や補強材の変形パターンが詳細に議論されているの
は，まさに，供試体内部の観察結果から得られるひずみ
分布などの情報を元にして，どのような補強材と土の相

Fig. 18　ひずみゲージを貼付けた補強材
Geosynthetic reinforcements attached to strain gauges

Fig. 19　織布の引張試験結果から得られた引張ひずみと
　　　　　  引張り強度の関係

Tensile strength-strain relationships of woven geotextiles obtained 
from the tensile test results

Table 8　アグリシートの性能
Properties of agri-sheets

性能項目 性能値（実測） 試験方法
単位面積あたりの質量 123.1 g/m2 JIS L 1908

製品厚み 0.42 mm JIS L 1096

最大引張り強さ
（最大引張り強さ時伸び率）

タテ：1.25 kN/m
（29.8%） JIS L 1908

引張速度：20%/minヨコ：1.10 kN/m 
（23.1%）

引裂強さ
タテ：0.436 kN JIS L 1096シングルタング法

引張り速度：10 cm/minヨコ：0.426 kN

面垂直方向透水係数 1.36× 10-2 cm/sec JISA 1218準用
遮光率 99.95 JISL 1055A法
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互作用によって強度が発現しているのか，その本質を見
極めるためである。その点で，通常の要素試験では実施
されないようなさまざまな計測方法が試されている。
次に，土中での補強材の引抜き抵抗メカニズムを調
べる方法には，補強材の土中引抜き試験や補強材と土
の摩擦特性試験（e.g. 桑野ら，1999，木暮ら，1994, Ling, 
2002）がある。これらの試験では，補強材と土の境界面
で生じる補強材と土の間での摩擦現象や補強材引張り力
の伝達過程を把握することができる。補強土の DS試験
や PSC試験のように土自体を変形させる試験ではない
ため，引張り補強効果による地盤の強度発現メカニズム
を直接的に解明するものでないが，引抜き抵抗メカニズ
ムが強度発現とどのように関連しているのかを理解する
上で重要な手がかりとなる。
　ｂ．土の変形モードに基づく引張り補強効果の違い
補強材は土の変形によって引張り力が発生するが，補
強材引張り力が土を拘束する働きは，土の変形モードに
よって異なる（龍岡ら，1986，山内ら，1987）。本節では，
土の変形モードと補強材に作用する力の関係，そして，
その関係から土自体にもたらされる引張り拘束効果につ
いて説明する。
（1）土の変形モード
土の変形モードは次の 2つに大別できる。
　①　一様なひずみが発生する変形モード
　②　不連続なひずみが発生する変形モード
以下，上記の 2つの変形モードで発揮される引張り補
強効果についてそれぞれ説明する。なお，本論文で取り
扱う引張り補強材は，曲げ・せん断剛性が小さく，曲げ・
せん断および圧縮変形に対しての抵抗力は期待できない
が，引張り剛性が大きく引張り補強材としての働きを期
待するものである。したがって，補強材が伸張する方向
の土の変形・変位のみに着目して議論を進めることとす
る。
（2）一様なひずみ場
一様なひずみが土に発生している場合，土には，（1）
圧縮ひずみ，（2）引張ひずみ，（3）せん断ひずみが発生す

る。これらのひずみ状態は 2次元問題であれば，引張ひ
ずみを負として，Fig. 21のひずみ増分のモール円で表
現できる。ここで，最大主ひずみ増分を ε

3

，最小主ひず
み増分を ε

3

，せん断ひずみ増分を γ
3

で表す。補強材が一
様なひずみ場に配置された場合，補強材の存在によって
土のひずみは非一様になるが，ここではそのことは考慮
しない。ε

3

< 0となる方向に補強材を配置すると，補強
材に引張ひずみが作用し，引張り力が発生する。当然，
引張ひずみが最大となる ε

3

3方向に補強材を配置すると，
もっとも大きな引張り力が補強材に発生する。この場合，
補強材が引っ張られる方向と土がひずむ方向が一致して
いるので，補強材に作用する引張り力は，常に補強材敷
設面に沿って働く摩擦力に等しい。このときに発生する
補強材引張り力はポアソン効果による土の引張ひずみに
よって発生し，それが相互作用的に土の引張ひずみの発
達を拘束する。本論文では，この引張り拘束効果のこと
を「伸張効果」と呼ぶこととする。一方，補強材は引張
り方向にしか抵抗しないので，圧縮ひずみ（ε>0）方向に
補強材を配置した場合，圧縮力は作用しない。また，せ
ん断ひずみによって補強材表面に摩擦力が作用するが，
補強材上下面で摩擦力の発生方向が逆向きに作用するの
で，補強材には引張り力が作用しない。以下に，伸張効
果の特徴をまとめる。
①　 土の引張ひずみが発生するすべての領域に伸張効
果が発揮される。

②　 土の変形によって補強材敷設方向に伸びが生じる
が，補強材敷設方向は変化しない。

③　 土には補強材引張り力と等価な摩擦力が補強材と
土の境界面に働く。 

（3）不連続なひずみ場
粒状体の土質材料は，ある一定の力を加えると，局所
的な領域にせん断ひずみが発生してせん断領域が形成さ
れる。一般的にこれをすべり面と呼ぶが，実際には有限
な幅 Lを持っている。Fig. 22(a)に示すように補強材が
敷設された領域内にすべりが生じると，Fig. 22(b)のよ
うに剛体的な静止領域と剛体的な変位領域，そして，そ
れらの領域間にせん断ひずみが著しく発生する領域が現
れる。このうち，せん断領域には土がひずむので伸張
効果が発揮されるが（Fig. 22(c)），土がひずまない剛体的

 Fig. 20　補強土構造物における相互作用メカニズム
（Palmeira 2008aに加筆）

Interaction mechanisms of a geosynthetics reinforced structure

Fig. 21　一様な土のひずみ場におけるひずみ増分のモール円
Mohr’s circle of incremental strain in a continuous strain field
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な領域では発揮されない。つまり，全敷設長のうち，せ
ん断領域でしか伸張効果が発揮されない。さらに，この
効果とは別に，Fig. 22(d)のように補強材は剛体的な領
域間のズレ（=すべり）によって幾何学的に引き伸ばされ
る。この場合，Fig. 23のように補強材引張り力は土塊
周面の摩擦力だけでなく，土塊周面に対して垂直な力を
作用させ，土塊の相対的な変位を拘束する働きが現れる。
本論文では，この働きを土塊間の不連続な変位を引留め
る働きに因んで「引留め効果」と呼ぶこととする。
仮に，Fig. 22(d)のようにすべり面に対して θ = 90°方向

に補強材を配置した場合，土塊間に相対変位∆ x（＝すべり
量）が生じると，図中の式により補強材は幾何学的に形状
変化するため，元の長さ Lよりも だけ引
き伸ばされ，せん断領域には引張ひずみ εgeo= δ / Lが発
生する。この引張ひずみ εgeoはせん断領域でしか発生し
ないため，引張剛性が低い補強材では，すべり量が相当
大きくならないと，十分な引張り力が補強材に発揮され
ない。また，同一の∆ xに対してせん断領域の幅 Lが大
きくなるほど，εgeoの発生量は小さくなる性質をもつ。
このことに加えて，土がひずまない剛体的な領域に引張
ひずみを補強材に再配分させることによって，引抜き抵
抗力が発揮されるため，せん断領域内に高い補強材引張
り力が確保されるには，伸張効果に比べて大きな変形量
が必要となる可能性が高い。以下に引留め効果の特徴に
ついてまとめる。
①　 不連続なひずみが発生する領域に限定される（つ
まり，補強領域全体には働かない）

②　 すべり量が大きくならないと，十分な強度発現が
得られない可能性がある。

③　 土には補強材敷設面に沿った摩擦力だけでなく敷
設面に対して垂直な力が作用する。

このように，「伸張効果」と「引留め効果」は本質的
に異なる引張り補強効果を有している。以後，本論文で
は 2つの引張り補強効果を区別して論じることとする。
　ｃ．現行設計法の課題点
（ⅰ）補強効果の評価
実際の補強土構造物では，土のひずみ軟化が生じて局
所的なせん断ひずみが集中（いわゆる，すべり破壊）する
前に，補強領域全体がひずむので，土の引張ひずみに起
因する伸張効果が発揮される。この場合，Fig. 24(a)の

Fig. 22　不連続なひずみ場で生じる補強材引張り力（補強土工法土質工学ライブラリーに加筆）
Mobilized tensile force of reinforcements in a non-continuous strain field

Fig. 23　土塊が受け持つ力と補強材引張り力の釣合い状態
Force equilibrium between counteracting force of 

soil mass and reinforcement force



農村工学研究所報告　第 49号　（2009）64

ように補強材の引張り拘束によって土が互いに押しつけ
合った状態となる。この引張り拘束状態は補強領域全体
に作用するので，強度が著しく増加する。しかしながら，
どのような仕組みで強度が発揮されているかを理論的に
説明するのは，そう簡単な問題ではない。それは，補強
材と土の相互作用によってどのような応力・ひずみ場が
形成されるかをまず把握しなければならないからである
（ジオテキスタイル補強土工法の限界状態設計法導入に
関する検討，2004）。現行設計法の最大の問題点は，こ
のことが完全に抜け落ちてしまっているところにある。
つまり，実際と設計上の間で相当なズレが存在する。こ
れは理論よりもむしろ実証的な取り組みが先行して発展
してきた分野の宿命であるとも言える。
この問題に対して Tatsuoka（2004）はひとつの理論解を
導いている。補強材の端面摩擦の影響を受ける応力場
で，無数のすべりに対するポテンシャル面を考え，この
ポテンシャル面に作用する拘束効果を特性微分方程式か
ら理論的に評価している。例として，Fig. 25に一定の
摩擦角を有する補強材に挟まれた土塊の 2次元応力問
題を挙げる。境界面の端面摩擦の影響を考慮して拘束

圧 σ03=30kPa条件下での圧縮破壊時の供試体中央面上の
鉛直応力分布を計算すると，Fig. 26が得られる。系全
体の応力場に対して圧縮中央面の中心に向うほど，圧縮
応力が大きくなっていることがわかる。さらに，圧縮強
度に対する補強材の敷設長と敷設間隔の影響を計算した
結果を Fig. 27に示す。補強材の敷設間隔を狭めるほど，
つまり，h/dが小さくなるほど，補強材の端面摩擦の影
響が強くなり，圧縮強度が著しく増加する。このような
強度増加は現行設計法での静力学的な力の釣合いでは評
価できない。
（ⅱ）設計と実際のギャップ
補強材の引張ひずみ－引張り力の関係から，補強土構
造物の変形モードと補強材に動員される引張り力の関係
について考えてみる。補強材に十分な敷設長が確保され
ている場合，クリープ等の安全係数を考慮しなければ，
設計上の最大引張強度は破断時の引張強度と等しいこと
になる。このとき，一般的な高分子系のジオグリッドに
発生する破断時の引張ひずみ εfは 10％程度となる。仮
に，土のポアソン効果によって補強材に 10％近くもの
引張ひずみ εfが発生すると考えると，もっとも引張ひ

Fig. 24 　載荷ステージごとに発揮される引張り補強効果の概念図
Concept of tensile reinforcement effects varied by loading stage

Fig. 25　一定の摩擦角を有する補強材に挟まれた土塊の圧縮
　　　　 強度を求める 2次元応力問題（Tatsuoka, 2004より引用）

Stress filed in a soil layer sandwiched by 
geosynthetic reinforcement layers with a constant friction angle

Fig. 26　拘束圧条件下（σ03=30kPa）での圧縮破壊時の供試体
                   中央面上での鉛直応力分布

Vertical stress distribution on the central plane of 
specimen at compressive failure
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ずみが発生する ε3方向に補強材を配置した場合で，ポ
アソン比を 0.3～ 0.4として計算すると，25～ 30％もの
圧縮ひずみが構造物に生じることになる。しかし，現実
には，このような変形が生じる可能性は極めて低い。そ
れは，第一に，ひずみレベルが大きくなると，土にひず
み軟化が生じる可能性があること。第二に，補強材引張
り力は補強材に引張ひずみを再配分することで土中での
アンカー力を得ているので，再配分された引張ひずみの
累積値，つまり，補強材の引込み量が，補強領域内のひ
ずみ軟化した領域に供給される可能性が高いためであ
る。これらの理由から，ある程度変形が進行すると，一
様なひずみ場から不連続なひずみ場（=せん断領域）が形
成されると考えられる。したがって，補強土構造物の変
形量が大きくなると，Fig. 24(a)の土の引張り拘束状態
から，Fig. 24(b)の局所的なせん断変形が進んだ状態に
移行し，不連続なひずみで表れる「引留め効果」が発揮
されるものと考えられる。
それでは，実際の補強土構造物にはどれくらいの引
張ひずみが補強材に発生しているのであろうか？ Allen
（2003）および宮田ら（2008）によれば，施工から供用中も
含めて補強土構造物に発生する補強材引張ひずみはほと
んどのケースで 2.0％未満であると報告している。仮に，
この引張ひずみが伸張効果によって発生したとすると，
最大 6.0％強の沈下率（δ/H）が補強土構造物に発生する計
算になる。しかし，実際には，最終的な補強材引張ひず
みのうち，ほとんどが盛立中に発生するので，施工完了
後に生じる地表面沈下量は遙かに小さい。また，現行設
計法で定めた安全率 FSを 1.0としたときに算定される
引張強度を実測値から換算された引張り力と比べると，
実測値の換算値が大体 6.0kN/m以下であるのに対し，設
計の引張り強度はそれの数～十数倍と実測値に比べて遙
かに大きい。
これは以下のように設計と実際に発揮されている補強
効果の間にギャップが存在しているためだと考えられ
る。

①　 補強領域全体に発揮される「伸張効果」とすべり
破壊に近い終局的な状態で発揮される「引留め効
果」のどちらがどの程度補強土構造物の安定性に
対して寄与するかは，載荷モードや載荷ステージ
によって異なるが，実測した補強材のひずみレベ
ルから推定すると，載荷初期に発揮される伸張
効果が補強土構造物の安定性に大きく影響してい
る。

②　 一方，極限釣合い法を中心とする設計法（例えば，
ジオテキスタイルを用いた補強土設計・設計マ
ニュアル改訂版，2000）ではすべり面上で発揮さ
れる補強効果を見込むことはできても，すべり破
壊以前に補強領域全体に発揮される伸張効果につ
いては評価できていない。 

上記の議論は，補強材の種類や配置，載荷モード，土
質材料の種類など現場条件によって異なるため，正確な
議論を行うには厳密な検討が必要であるが，実際と設計
上には極めて大きなギャップが存在すると言える。
　ｄ． 補強土のDS試験で発揮される強度発現メカニ

ズムの特徴
直接せん断（DS）試験法は，剛な上下せん断箱の境界
が強制的に水平変位するため，Fig. 28のようにせん断
変形が卓越して生じる部分（以下，せん断領域と呼ぶ）と
せん断変形を受けない部分（以下，アンカー領域と呼ぶ）
が共存する。そのため，規定されたポテンシャルせん
断領域を交差するように補強材を配置することで，すべ
りが横切る状態で表れる補強材と土の相互作用を直接的
に観察することができる。その反面，境界条件が特殊な
ため，試験結果の解釈が難しく，実際の補強土構造物と
の対応関係が明確に理解しづらい。本節では，補強土の
DS試験に先立って，既往研究のレビューを行い，DS試
験で発揮される引張り補強効果がどのようなものである
かについて考察する。 
（1）既往研究のレビュー
Jewell&Wroth（1987）は，高さ 150 mm，幅 152 mm，奥

Fig. 27　圧縮強度に対する補強材の敷設長と敷設間隔
                     （h/d）の影響

Influence of reinforcement spacing and length on 
compressive strength

Fig. 28　DS試験における単純化された供試体の変形モード
（Bauer et al. 1993a&bより引用）

Simplified deformation mode of specimen in 
the DS test on reinforced soil
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行き 152 mmのせん断箱の中に密な砂を詰め，金属製の
補強材をさまざまな角度で配置した実験を行った。実験
結果から次のような結論を得ている。
①　 供試体内部での土の引張ひずみにより補強材に引
張り力が作用し，もっとも引張ひずみが大きくな
る方向（ε3方向）に補強材を配置すると，もっとも
大きな補強効果が得られる。

②　 せん断中央面上の補強材引張り力は土の摩擦力と
釣合う。

上記の結論には，「補強材引張り力が土の引張ひずみ
に起因して発生する」ことが前提条件として仮定されて
いる。しかし，土の引張ひずみの発生量と補強材引張り
力の関係が実践的に把握されておらず，上記の仮定につ
いては十分に検証されていない。
一方，Bauer et al.（1993a&b）は，「補強材引張り力が土
の引張ひずみに起因して生じる」とした Jewell&Wroth
（1987）の主張に対し，Fig. 28のように供試体のせん断
変形モードを考え，補強材の引張り力が土の一様なひず
みだけでなく，供試体の水平せん断に伴う補強材の幾
何学的な形状変化によって生じると指摘した。ただし，
Bauerらも補強材引張り力を計測していなかったため，
実際の現象を把握できていない。
はじめてせん断中の補強材引張り力の発達を調べたの
は，Wu（2003）の研究である。ひずみゲージを貼付けた
リン青銅製の補強材を用いた密な補強砂の中型 DS試験
を実施した。高さ 300 mm，幅 300 mm，奥行き 300 mm
のせん断箱を使用した。これに続いて，松島ら（2004）
は，市販のジオグリッドにひずみゲージを貼付けた補強
材を用いた密な補強砂の DS試験を実施した。せん断箱
の大きさは高さ 600 mm，幅 500 mm，奥行き 800 mmで
ある。Fig. 29にせん断箱内に密な砂を詰め，補強材が
供試体の水平せん断面に対して補強材を垂直に配置した
無補強・補強供試体の試験結果（松島ら，2007a）を示す。
Fig. 29(b)を見ると，せん断変位量∆ x= 40 mm以前では
供試体膨脹量が発生し続けているが，それ以降では殆
ど発生しなくなっていることがわかる。しかしながら，
Fig. 29(c)のせん断中央面上の補強材に発生する引張ひ
ずみはせん断変位量∆ x = 40 mm以降においても継続的
に増加し続けている。これは，Bauer et al.（1993a&b）が
指摘したように補強材引張ひずみは供試体膨脹によって
のみ発生するのではなく，Fig. 30の上下せん断箱の相
対的な水平変位によって補強材の幾何学的な形状変化が
引き起こされたためだと考えられる。つまり，DS試験
では，供試体膨脹が生じるせん断変位量が小さい段階に
おいては伸張効果が発揮されるが，それ以降では，補強
材の幾何学的な形状変化に起因する引留め効果が卓越し
て発揮されると考えられる。

Fig. 29(d)の無補強供試体に対する補強供試体の強度
増加率の変化を見ると，せん断変位量が小さい段階（∆ x 
< 30 mm）よりもむしろ，せん断変位量が大きくなった

段階で大きな強度増加が現れていることがわかる。この
ことから，補強土の DS試験では，伸張効果だけでなく
引留め効果による強度発現を正確に把握しておく必要が
ある。
（2） 実際の補強土構造物とDS試験での強度発現メカ

ニズムの相違点
先述したように実際の補強土構造物では，載荷初期に
補強領域全体に伸張効果が発揮されるが，土のひずみ軟
化を引き起こすような大きなせん断ひずみが発達する
と，不連続なひずみ場が形成されて，引留め効果が発揮
されるようになる（Fig. 24）。一方，補強土の DS試験で
は，せん断領域を規定しているため，「伸張効果」は補
強領域全体ではなく，せん断領域でしか発揮されない。
むしろ，局所的なせん断変形が進んだ終局的な状態で発

Fig. 29　補強土の大型 DS試験における典型的な試験結果 :
                   せん断変位量に対する : (a)せん断応力比の変化 ; 
                   (b)供試体膨脹量の変化 ; (c)せん断中央面上での
                   補強材引張ひずみの変化（松島ら，2007aより引用）

Typical test results in the large DS test on reinforced soil: 
Shear displacement to ;  (a) change in the shear stress ratio ;

(b) volumetric change in specimen ; and (c) change in 
the tensile strain of reinforcement on the central plane
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揮される「引留め効果」による強度増加が大きい。その
ため，補強土の DS試験は補強領域全体に発揮される伸
張効果を検討する方法というよりもむしろ，不連続なひ
ずみ場が形成された状態で発揮される補強効果を検討す
るのに適した試験法であると言える。ただし，補強土の
DS試験は Fig. 31のように実際の補強土構造物での境界
条件と比較すると，以下のような相違点が存在するため，
補強土の DS試験によって得られる試験結果の取り扱い
については以下の点に留意しておく必要がある。
①　 補強土の DS試験では，剛なせん断箱が変位する
ため，供試体内部に押し込む受働的な側壁と主働
的な側壁が同時に変位する。その結果，受働的な
側壁側では応力レベルが増加するが，主働的な側
壁側では応力レベルが低下する。そのため，補強
材敷設面に作用する面圧が増加しにくい。この理
由により，アンカー領域に引張ひずみが補強材に
再配分されやすく，かつ，補強材端部での引抜け
が生じやすい。

②　 一方，実際の補強土構造物では，Fig. 31のすべ
り面に垂直な 2つの仮想的な側面のうち，AA′
面では DS試験と同じくせん断変位に伴って応力
レベルが高まるが，BB′面では地盤の押し込み
によって変位するため，DS試験のような応力レ
ベルの低下は生じず，大きな引抜き抵抗力が期待
できる。したがって，実際の補強土構造物の方が

補強土の DS試験によりも，せん断領域内の補強
材引張り力が解放されにくい。

2　補強土のDS試験方法
従来までに実施されてきた補強土の DS試験法に残さ
れた課題を整理し，これらの課題に対応した新しい DS
試験機および試験方法について説明する。また，本試験
での制御方法ならびに試験結果の解析方法，精度につい
て解説する。
　ａ．従来法に残された課題
DS試験では，供試体内部の補強材引張り力の発生源
となるせん断領域と，その引張り力に対して引抜き抵抗
するアンカー領域が存在する（Fig. 32）。せん断領域では
アンカー領域の補強材をせん断面中央に向かって引抜こ
うとするのに対し，アンカー領域では引抜かれまいと抵
抗力を発揮する。この関係を正確に理解するために，せ
ん断領域とアンカー領域の境界面（以下，引込み境界と
呼ぶ。Fig. 32参照）での補強材の引抜き力と引抜け量の
関係を基本にして，せん断領域に維持される引張り力の
大きさについて考える。今，引込み境界においてせん断
中央面での補強材の引込み力に対して完全にアンカーさ
れる場合を考えると，せん断領域への補強材の引込み量
はゼロとなり，最大効率で補強材引張り力がせん断領域
に維持されることになる。しかし，実際には引抜き抵抗
力は補強材に引張ひずみを再配分することで発揮される
ので，アンカー領域に再配分された補強材引張ひずみの
累積値，すなわち，せん断領域への補強材の引込み量と
して供給される。つまり，その分だけせん断領域に作用
していた補強材引張ひずみは解放され，引張り力の低下
が生じる。したがって，せん断領域に維持される引張り
力の大きさは引込み境界での補強材の引込み量に依存し
ていると言える。例えば，補強材端部に向かって発達す
る補強材引張ひずみの勾配が大きい場合，短いアンカー
距離で大きな引抜き抵抗力が発揮されるので，せん断領
域内での補強材引張り力の低下が抑えられる。それとは
対照的に，補強材引張ひずみの勾配が小さい場合，同一
の引抜け抵抗力を得るのにより長いアンカー距離に引張
ひずみを再配分する必要があるため，引張ひずみの累積

Fig. 30　受働的な領域に存在する土塊間の相対的な変位
によって引き伸ばされる補強材　　　　

Extended reinforcement caused by relative displacement 
between soil masses in the passive zones

Fig. 31　局所的な変形が生じた状態での補強材に作用する面圧
Normal stress acting on the surface of reinforcement under 

localized deformation condition

Fig. 32　DS試験のせん断箱内におけるせん断領域と
                        アンカー領域の区分

Shear zone and anchor zone in DS test box
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値が大きい分だけせん断領域に補強材が引込まれて，引
張り力の低下を招くことになる。
以上の議論は，補強材定着長が十分に長い場合での引
込み境界における補強材の引込み量と引張り力の関係で
ある。しかし，実際には補強材敷設長はせん断箱の高さ
に制限を受けるため，有限な長さしか確保できない。こ
のため，補強材の引込み力がアンカー領域で発揮しうる
引抜き抵抗力に達すると，補強材端部での引抜けが生じ
ることになる。その場合，引抜けた分だけせん断領域に
補強材が引込まれるため，さらに補強材引張り力の低下
を招く。したがって，せん断領域内での補強材引張り力
の解放要因である補強材引込み量は，①アンカー領域に
再配分される引張ひずみの累積値と，②供試体上下境界
面での補強材端部の引抜け量によって決まる。特に，せ
ん断箱寸法が小さい場合は，補強材敷設長が短くなるの
で，十分な引張り力が補強材に作用しないまま，補強材
上下端部で引抜けが発生する可能性が高くなる。この場
合，補強材のアンカー力不足によってせん断領域での引
張り力の発達が阻害され，十分な強度発現が得られない
可能性が高い。つまり，補強土の DS試験ではせん断箱
の寸法が引張り補強効果の発現に大きな影響を与えてい

ると言える。
既往研究で使用されたせん断箱の寸法を Fig. 33に示

す。研究当初（e.g., Jewell&Wroth, 1987; Palmeria, 1987 & 
1989）から，標準的なせん断箱（φ=60 mm, H=20 mm）より
も補強材定着長をできるだけ確保するために，せん断箱
が大型化されている。当時から補強材定着長の重要性が
認識されていたことが伺える。また，大型 DS試験を実
施した Palmeria氏と筆者のディスカッション（Palmeria 
& Matsushima, 2008b）においても，補強材定着長がせん
断強度特性に与える影響が極めて大きいことが確認され
た。
その一方，既往研究では補強材定着長の違いが補強材
引張り力の発達に与える影響を十分に把握していないた
め，供試体内部でのせん断中央面から補強材端部に向
かって生じる補強材引張ひずみの発達過程および補強材
端部での引抜け挙動の実際と，それらが強度発現に与え
る影響が十分に理解されていない。そのため，以下の項
目を実験的に調べることが重要である。
①　 せん断面中央から補強材端部への引張ひずみの再
配分過程

②　補強材端部での引抜け挙動
③　 ①と②が引張り補強効果に与える影響，これは補
強材端部の拘束条件と引抜けにくさ（粒子径・形
状）に影響を受ける。

　ｂ．補強材端部の拘束条件を制御したDS試験機
（1）本試験機の構造的特徴
本研究では，補強材定着長の影響を把握するため，補
強材端部の拘束条件を制御できる大型直接せん断（DS）
試験機を開発した。本試験機の概要を Fig. 34および
Fig. 35に示す。本試験機の構造および制御方法は Qiu et 
al.（1998&2000）が開発した中型直接せん断試験機をベー
スにし，補強材端部の引抜け変位量と引張荷重を制御で
きるよう改良した（松島ら，2007b）。本試験機のせん断
箱の境界条件および構造上の特徴を以下に示す。 

（a）全景 （b）せん断箱（拡大図）

Fig. 34　補強材端部の拘束条件を制御できる大型 DS試験機 
Large DS test apparatus under controlled constrain conditions at both ends of the reinforcement

Fig. 33　既往研究で用いられた直接せん断箱の寸法
Various DS box sizes used in the previous researches
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　（ⅰ）せん断箱の境界条件の特徴
　①　 載荷板と上箱の側壁が一体的に結合され，予定

された水平せん断面に常に一定の平均鉛直応力
を載荷できる。その反面，上下せん断箱の隙間
は，供試体の体積変化によって変化するため，
せん断中一定ではなくなる。

　②　 せん断箱の高さが 600 mmと高く，従来に比べ
て長い補強材を敷設できて定着長が長くなった
分だけ補強材にせん断中に発生する引張り力が
大きくなる。さらに，補強材両端での拘束条件
を制御することにより，より長い定着条件の影
響を検討できる。

　③　 せん断変位量 100 mm程度までせん断を行うこ
とができ，補強材の幾何学的な形状変化の影響
を検討できる。

　（ⅱ） 構造および計測上の特徴
　①　 上下せん断箱の隙間からの試料のこぼれだしを

防止するため，上下せん断箱の縁にスポンジが
貼付けている。また，試料が直接スポンジに触
れないように，薄い金属板がせん断下箱の内側
に取り付けている（Fig. 35⑮＆⑯）。

　②　 せん断箱の可動に伴って生じる試験装置の摩擦
力を計測できるため，せん断面での正確な鉛直
応力およびせん断応力を評価できる。

　③　 せん断中央面から補強材端部への引張ひずみの
再配分過程を把握するため，補強材にひずみ
ゲージを貼付けている。また，補強材端部の引
抜け挙動を把握するため，補強材上下端部の鉛
直移動量を計測している。

（2）補強材端部の拘束条件
補強材の定着条件の影響を調べた試験では，せん断方
向に対して垂直な面に一層の補強材（高さ 610 mm×奥
行き 500 mm）を中央に設置した。補強材は Fig. 36のよ
うに上下せん断箱の上面および底面のスリット部を通し
て，補強材端部とつかみ治具を接続できる構造になって
いる。上下せん断箱境界の外側には一対の引張載荷装置
が設置されており，つかみ治具と接続することにより，
補強材上下端部の引抜け変位－引張り荷重を制御するこ
とができる。
本研究で設定した補強材端部の拘束条件は次の 2通り
である。
・ CL条件（constant load 引張り力一定条件，Fig. 37(a)）：
供試体作成前からせん断終了まで一定の引張り力
4.0kN/mを補強材に継続して負荷した。
・ FD条件（fixed displacement 変位固定条件，Fig. 37 (b)）：
供試体作成前からせん断開始直前まで一定引張り力
4.0kN/mを負荷し，せん断開始後は，補強材端部の
鉛直移動を供試体上下面の境界に対して固定した。

Fig. 35　補強材端部の拘束条件を制御できる大型 DS試験機の概要
Schematic of large DS test apparatus with controlled constraints on both ends of the reinforcement

Fig. 36　せん断箱内のスリット部に補強材を通した状況
Reinforcement through slit of the DS box
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いずれの拘束条件においても見かけ上一定の鉛直応力
が作用しているが，FD条件では，せん断中に補強材上
端部で発生する引張り荷重増分は，せん断上箱に鉛直力
として加わるため，その分だけ鉛直応力が増加すること
になる。
（3）初期引張り力の導入
実物大もしくは現場での補強土構造物の実測データに
よれば（Allen et al. 2007, 宮田ら，2008），補強材敷設後
から施工完了後までに発生する補強材引張り力の大きさ
は 6.0kN/m以下であると報告されている。この事実に
基づき代表的な初期引張り力として 4.0kN/mを設定す
ることとした。DS試験において初期引張り力を導入す
るメリットは現場条件に近い引張状態を再現すること
と，圧密中に圧縮ひずみが補強材に発生するのを回避す
る点にある。初期引張り力を負荷していない試験条件で
は，Fig. 38に示すように圧密時に圧縮ひずみが補強材
に生じるため，せん断開始前に補強材が弛んでしまうた
め，引張り力が発達しづらくなる。一方，初期引張り力
4.0kN/mを負荷した試験条件では，圧密によって鉛直方
向に圧縮された分，初期の補強材引張ひずみよりも減少
するが，Fig. 39に示すように正の引張ひずみが生じた
状態でせん断を開始することができる。

　ｃ．供試体の作成方法と計測方法
（1） 補強材引張り力を負荷した条件での供試体の作

成方法
補強材に初期引張り力を継続的に負荷した状態で，供
試体を作成する方法について説明する。Fig. 40に補強
材端部を引張制御した条件での供試体の作成手順および
試験方法を示す。
①　 上下せん断箱の初期隙間が 10 mmになるように
スペーサー（金属片）を挿入し，上箱と下箱をボル
トで固定する。Fig. 41のように上箱に設置した
仮止め台に補強材上端を一時的に固定する。さら
に，下箱底面のスリット部に通した補強材下端部
を引張載荷装置に接続し，初期引張り力（4.0kN/m）
を補強材に負荷する。この引張り状態を保ったま
ま地盤を作成する。豊浦砂の場合は，Fig. 42の
網目が 2.5 mmのふるいを高さ 24 cmごとに 4段
設置した多重ふるいを用いて空中落下法により供
試体内に地盤を作成する。豊浦砂の相対密度はお
よそ Dr= 75～ 80％の範囲である。礫材の場合は，
Fig. 43の重量 6.6 kgfのハンドバイブレーターを
用いて層厚 5 cmごとに締固めて地盤を作成する。

②　 地盤作成後は上蓋とせん断上箱の側壁をボルトで
結合する。供試体を試験機本体のプラットフォー
ム上に移設し，ボルトで台座を固定する。そして，
補強材上端を引張載荷装置に接続し，下端と同じ
引張り力（4.0kN/m）を負荷させる。その後，補強
材上端を固定していた仮止め台を取り外す（この
間，継続して引張り力を負荷した状態が保たれ
る）。

③　 載荷板をせん断上箱の上面に着床させ，ボルトで
固定する。次に，上下せん断箱の隙間に設置した
金属プレートおよびボルトを取り外す。さらに，
載荷板に一定の載荷速度で鉛直力を負荷し，所定
の鉛直応力まで圧密する。

④　 CL条件もしくは FD条件の補強材端部の拘束条
件で，上下せん断箱が常に平行になるよう制御し
て，せん断変位速度0.23 mm/minでせん断を行う。 

（2）計測方法の工夫
　（ⅰ）補強材引張ひずみの計測方法
圧密中およびせん断中に発生する補強材引張ひずみ
を計測するため，補強材に塑性用ひずみゲージ（型式：
YFLA-5，東京測器社製）を接着剤（型式：CN-Y，東京測
器社製）で貼付けた。さらに，ひずみゲージの保護材と
して VBテープ（東京測器社製）を巻き付けた。供試体が
せん断を受ける際には，ひずみゲージのリード線がせん
断中央面に引込まれ，リード線が破断する。これを回避
するため，シンフレックスチューブ（外径：φ=5.0mm）内
にひずみゲージのリード線を通し，地盤中でリード線
の引込まれに対して自由に可動できるようにした（Fig. 
44）。

Fig. 37　DS試験における補強材端部の拘束条件
Constraint conditions on ends of reinforcement in the DS test
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Fig. 38　 補強材両端に初期引張り力を導入しない条件での圧密時の補強材引張ひずみの変化 : 
                 (a)ひずみゲージの配置図 ; (b)供試体の鉛直変位量の変化 ; (c)&(d)補強材引張ひずみ

の変化
Change in tensile strain of reinforcement without initial tensile force during consolidation: 

(a) Location of gauges; (b) Change in vertical displacement of specimen; 
(c) & (d) Change tensile strain in the reinforcement
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Fig. 39　 補強材両端に初期引張り力を負荷した条件での圧密時の補強材引張ひずみの変化 : 
                 (a)ひずみゲージの配置図 ; (b)供試体の鉛直変位量の変化 ; (c)&(d)補強材引張ひず

みの変化
Change in tensile strain of the reinforcement with initial tensile force during consolidation: 

(a) Location of gauges; (b) Change in vertical displacement of specimen; 
(c) & (d) Change in tensile strain of the reinforcement
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仮止め台

補強材

Fig. 41　補強材上端部を固定する仮止め台を設置した状況
Fixture-bridge for the upper end of the reinforcement

多重ふるい

せん断箱

Fig. 42　多重ふるい法による豊浦砂の供試体の作成
Procedures to make Toyoura sand specimen by the multi sieves method

ハンドバイブレータ

Fig. 43　重量 6.6kgfのハンドバイブレータを用いた
                          礫材による地盤作成の様子

Procedures to make the gravel specimen 
with a 6.6 kgf weight handy vibrator

ひずみゲージ貼付け位置

リード線

シンフレックスチューブ

Fig. 44　シンフレックスチューブによるリード線の保護方法
Protection of lead lines with synflex tubes

Fig. 40　初期引張り力を負荷させた状態での供試体の作成手順および試験方法
Procedures to hold specimen under a sustained initial tensile force in the reinforcement
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　（ⅱ）　供試体内部の観察方法
豊浦砂の場合
供試体内部への色砂の挿入方法と供試体内部の変状を
観察する手順を以下に示す。
①　 Fig. 45のように中空の角柱（断面寸法：長さ 8.0 

mm×幅 8.0 mm）を等間隔に取り付けた平板をせ
ん断箱内にせん断方向と平行に設置する。

②　 中空の角柱が自立できる根入れ長さまで地盤を作
製した後に，中空の角柱を固定していた平板を取
り外し，再び，中空角柱の上端の高さまで地盤を
作製する（Fig. 46）。

③　 中空角柱内に黒色に着色した豊浦砂（色砂）をロー
トで流し込み，角柱内に棒を挿入して色砂を突固
める。

④　 角柱周辺の地盤をできるだけ乱さないように，角
柱を鉛直方向に慎重に引抜く。

⑤　 供試体のせん断終了後は，上下せん断箱の隙間に
プレートを挿入して，せん断箱を完全に固定する。

⑥　 Fig. 47に示すようにせん断箱を水槽内に移設し，
水槽内の水位をおおよそ 20cm/hrの速度で上昇さ
せ，供試体を湿潤させる。完全に供試体が湿潤し
た後，数時間放置する。その後，水槽内の水を排
水して不飽和状態の供試体を作成する。

⑦　 供試体観察面が水平になるように，Fig. 48の回
転台を用いて供試体を回転させ，せん断箱の側壁
を取り外す。

⑧　 Fig. 49に示すように供試体中の色砂層（せん断方
向に平行な鉛直面）をコテで慎重に供試体を切り
出す。

礫材の場合
①　 曲げ剛性が極めて小さいエナメル線（φ=0.35 mm）
をシリコングリース（型番：KGT-63S，信越化学
株式会社）で塗布したテープで包み（Fig. 50），そ
れらをガイド板に等間隔に設置したアルミ製パイ
プ（φ=3.0 mm）内に挿入する。

②　 豊浦砂の場合と同様に，供試体内にガイド板をせ
ん断方向に対して平行な鉛直面に設置する。地盤
をハンドバイブレーターで転圧後，金属線が変形
しないようにガイド板を順次引き上げる。この過
程を金属線が完全に埋設されるまで繰り返す。

中空の角柱

角柱が自立できる地盤高さ
になると平板を取り外す

Fig. 46　色砂を豊浦砂の供試体内に挿入する方法（その 2）
Incorporation of colored sand into Toyoura sand specimen

回転台

せん断箱

Fig. 48　回転台により供試体観察面を水平に回転させた状況
Specimen rotated in the horizontal observation 

plane with a rotation table

せん断箱

水槽

Fig. 47　せん断終了後の豊浦砂による供試体の浸潤方法
Infiltration of Toyoura sand specimen after shearing

Fig. 49　浸潤後の豊浦砂による供試体観察面を切り出した様子
Observation plane with excavation of the unsaturated 

Toyoura sand specimen

中空の角柱 せん断箱内に
設置した平板

メンディングテープで角柱を仮止め

Fig. 45　色砂を豊浦砂の供試体内に挿入する方法（その１）
Incorporation of colored sand into Toyoura sand specimen



松島健一：ジオシンセティックスを用いた土質材料の補強メカニズムの解明と水利構造物への適用性に関する研究 75

③　 せん断終了後は金属線を挿入した観察面が水平に
なるように，供試体を Fig. 48の回転台を用いて
回転させる。さらに，せん断箱の側壁を取り外し
て，金属線が乱れないよう慎重に掘削する。

なお，この観察方法の正確性についてはWu（2003）が
詳細に報告している。
　ｄ．試験結果の解析方法
本試験機で得られた実験データの解析方法について
説明する。Fig. 51に各センサーで計測される変数名お
よび計測位置を示す。鉛直応力 σvは 4つの 2方向ロー
ドセル（Fig. 35中の①）で計測した鉛直力（Fig. 51中の

Load00, Load01, Load02および Load03）から 2方向ロー
ドセル（Fig. 35中の⑬）によって計測した鉛直方向の
摩擦力（Fig. 51中の Load14, Load15）を差し引いて求め
た。せん断応力 τvhも同様に，2方向ロードセル（Fig. 35
中の①）により計測したせん断力（Fig. 51中の Load04, 
Load05）から 2方向ロードセル（Fig. 35中の①）によって
計測した水平方向の摩擦力（Fig. 51中の Load10, Load11, 
Load12および Load13）を差し引いて求めた。なお，補強
材端部を FD条件で引張制御した場合には，せん断過程
で生じる補強材上端の引張り力増分∆ τEXT は内的な拘束
圧増加として見込むため，供試体に作用する鉛直拘束圧
は∆ τEXTだけ増加する。即ち，∆ τEXTを含まない平均鉛直
応力は次式で求め，これをせん断中に一定に保った。 

（1）

（2）

本研究で示す供試体に加えた鉛直応力とせん断応力は
式（1），式（2）で求めた値である。鉛直変位量∆ y（供試体

Fig. 51　大型 DS試験機における各センサーの配置と変数名
Location of measurements and variables in the large DS test device  

τ

σ τ

Fig. 50　シリコングリースを塗布したテフロンシートで
                      包んだ半田線

Solder line rapped with silicon greased Teflon-sheet
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膨脹量）は載荷板の 4隅に取り付けられた変位計（Fig. 35
中の②）の読み値（Fig. 51中の Disp0, Disp1, Disp2および
Disp3）を平均して求めた。せん断変位量∆xは変位計（Fig. 
35中の⑤）の読み値（Fig. 51中の Disp4, Disp5）を平均し
て求めた。 
　ｅ．載荷制御システムおよび試験機の精度
（1）鉛直載荷システム
本試験機で用いたせん断箱の寸法は高さ 600 mm，長

さ 800 mm, 幅 500 mmと大きいため，標準タイプの小型
DS試験機のように載荷板と載荷軸を剛結する，あるい
は載荷板の中心をヒンジ支点にして一点で載荷する方式
を採用すると，次のような問題が生じる。
①　 載荷板に載荷軸を一点で剛結すると，せん断時に
過大なモーメントが載荷軸に発生する。

②　 載荷板中心の一点にヒンジ支点で鉛直力を載荷す
ると，上蓋と側壁が一体化しているため，せん断
中に上箱が回転し，上箱と下箱を平行にせん断で
きない。

これらの問題点を回避するため，載荷板の四隅に 4つ
の鉛直力載荷装置を配置し，それぞれ独立して変位・鉛
直荷重制御を行った。載荷軸には過大なモーメントが発
生しないよう載荷板と載荷軸の間にユニバーサルジョイ
ント（ヒンジ支点：Fig. 35中の⑤）を設けた。
鉛直載荷装置は載荷能力が異なるベロフラムシリン
ダーおよび油圧シリンダーで構成される二次元的な載荷
システムを採用している（Table 9）。載荷レンジに合わせ
て 2種類の載荷装置を選択することにより，広範囲な応
力レンジ（σv = 30～ 70kPa, 120～ 500kPa）での試験が可
能である。低応力レンジ（σv = 30～ 70kPa）条件では，シ
リンダーに発生する摩擦力が比較的小さいベロフラムシ
リンダーを使用した。高応力レンジ（σv = 120～ 500kPa）
条件では，空油圧変換を伴う油圧シリンダーを使用した。
油圧は空圧をラッシュブースター（高油圧発生装置）によ
り増幅させることにより供給した。ラッシュブースター
は空圧を高い油圧に変換することができるため，通常の
油圧発生装置に比べて，設備コストを抑えられるが，そ
の反面，ラッシュブースターはシリンダー駆動時にピス

トンとの摩擦力が大きいため，低応力レンジにおいては
十分な精度が得られない。そのため，本研究では，油圧
シリンダーを使用する場合，使用下限値 σv=120kPaとし
た。 
（2）水平せん断載荷システム
せん断箱は奥行き方向に 500 mmの幅を有しているた

め，小型の DS試験機のように 1点で水平せん断力を加
えると，せん断方向に対して上箱が偏心し，下箱に対し
て平行にせん断することが困難になる。そのため，2基
の水平せん断載荷装置を上箱側壁の奥行き方向の中心点
から等間隔の位置に配置した。さらに，偏心が生じない
ようにそれぞれのせん断軸の変位速度をコントロールし
た。Table 10に水平せん断載荷装置の仕様を示す。水平
せん断載荷装置は反力壁に固定した 1対のスクリュー
ジャッキ（Fig. 35中の①）とそれを駆動する 1対のサー
ボモーター（Fig. 35中の⑰）により構成されている。また，
上箱は上蓋と側壁が一体構造となっているため，供試体
の膨張と収縮により鉛直方向に変位する。そのため，せ
ん断軸と上箱側壁を剛に接続してしまうと，供試体の鉛
直変位によってせん断軸に曲げが作用することになる。
これを回避するため，鉛直方向に可動するリニアモー
ションガイド（Fig. 35中の⑫）をせん断軸の先端に取り
付け，供試体の膨張・収縮に伴う上箱とせん断軸とのズ
レを吸収した。
（3）引張載荷システム
補強材上下端部の引抜け変位－引張荷重制御方法およ
び引張載荷システムについて説明する。
　（ⅰ） CL 条件（補強材端部の引張り力を一定に保持

した条件）：
補強材端部に設置したロードセルの読み値（Fig. 35中
の④＆⑩）に基づいてベロフラムシリンダー（Fig. 52, 型
式：BFDA-100-144，藤倉ゴム工業株式会社製，最大引
張荷重：5.5 kN，ストローク :144 mm）に供給される空気
圧を EPでコントロールし，補強材上下端部の引張荷重
を一定に保った。補強材下端側は Fig. 53に示すように
引張制御装置を格納するスペースが確保できないため，
ローラー支点を介して水平方向に引張荷重を負荷した。

構　成 性　能 仕　様 型　式

ベロフラムシリンダー 14.0 kN/本 ストローク：142mm
許容圧力：0.8MPa

FCD-160-142
（藤倉ゴム工業株式会社製）
駆動方式：空圧作動

コンパクト
油圧シリンダー 約 100 kN/本 ストローク：100mm

許容圧力：16MPa

型式：SHC-SD80-100-M
（ヒロカタ精機社製）
駆動方式：ラッシュブース
ターによる油圧作動

ラッシュブースター
（高油圧発生装置）

19.6MPa
（空圧 0.7MPa時）
圧力変換率：28倍

油圧吐量：700cc
シリンダー径：160mm

使用空圧力：0.15～ 0.7MPa

型式：RB160-700-28-K247
（ヒロカタ精機社製）

Table 9　鉛直載荷装置の諸元
Properties of vertical loading equipment
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補強材下端部の引張荷重を計測するロードセルはロー
ラー支点で生じる摩擦の影響を受けないように，つかみ
治具の直下に配置した。補強材端部における引抜け量は
気中での補強材の伸びの影響を極力小さくするため，せ
ん断箱の上面及び底面のスリット部付近にできるだけ近

い位置にワイヤーロープを補強材にクリップで取り付
け，ワイヤーロープの鉛直移動量を LDVTにより計測
した。
　（ⅱ）FD条件（引抜け変位を完全固定した条件）：
せん断箱の上下境界面に引抜け防止治具（Fig. 54）を取

Fig. 52　ベロフラムシリンダーを用いた補強材端部の引張載荷装置
Tensile loading devices to control the ends of reinforcement with bellofram cylinders 

Table 10　水平せん断載荷装置の諸元
Properties of lateral shearing equipment

構　成 性　能 仕　様 型　式

スクリュージャッキ 荷重容量：200kN/基 ギヤ比 1/5000
ストローク：100mm以上 J4ALUK（日本ギヤ工業株式会社製）

モーター＆ドライバー 最大回転速度：
3000 r/min

－ モーター：HC-MF73（MITSUBISHI製）
ドライバー：MR-J2-70A（MITSUBISHI製）

減速機 － ギヤ比 1：50 BE9797-3（TSUBAKIMOTO CO., LTD製）

Fig. 53　補強材下端部の引張荷重の載荷構造
Tensile-loading frame of the lower end of the reinforcement

Fig. 54　せん断箱上下境界に対して補強材端部を完全固定するための治具の設置状況
Installation of tools to fix the upper and lower ends of the reinforcement with respect to the upper and lower boundaries of the shear box
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り付け，供試体上下境界面に対して完全固定した。な
お，せん断直前に補強材端部の初期引張り力を保つため，
Fig. 54中のボルトを回転させることにより，引張荷重
を手動で調整した。
（4）計測システム
Fig. 55にフィードバック制御システムの概要を示す。
フィードバック制御システムに用いた各センサーの計測
項目と静的データロガー（型式：TDS302，東京測器研究
所社製）の接続表を Table 11に示す。静的データロガー
で取得したデータは 5秒間隔でパソコンに読み込んだ。
また，これらの計測値を用いて各載荷装置をフィード
バック制御によりコントロールした。具体的には，D/A

ボード（型式：DA12-16（PCI），CONTEC社製）を介して
制御プログラムにより算出した電圧値が各制御装置に自
動的に出力されるようになっている。これにより上箱の
鉛直荷重－変位，補強材端部の引張荷重およびせん断速
度のコントロールを行った。Table 12に D/Aボードの
出力先の制御装置および制御内容を示す。
（5）圧密・せん断過程の制御方法
圧密過程では所定の圧密応力に達するまで同一の
載荷速度（3.0kN/rod/min）で載荷板の四隅の鉛直載荷軸
（Vertical rod0, Vertical rod1, Vertical rod2 および Vertical rod3）
に鉛直荷重を負荷した。圧密終了後は過大なせん断力が
供試体に加わらないよう慎重にせん断軸を接触させた。

Table 11　 静的データロガー（TDS302）の入力チャンネル接続表
Input cannel list of static data logger system

CH Remark 計測項目 CH Remark 計測項目
CH000 Disp0 鉛直変位量（mm） CH011 Load05 せん断荷重（kN）
CH001 Disp1 〃 CH012 Load10 水平摩擦荷重（kN）
CH002 Disp2 〃 CH013 Load11 〃
CH003 Disp3 〃 CH014 Load12 〃
CH004 Disp4 せん断変位量（mm） CH015 Load13 〃
CH005 Disp5 〃 CH016 Load14 鉛直摩擦荷重（kN）
CH006 Load00 鉛直荷重（kN） CH017 Load15 〃
CH007 Load01 〃 CH018 Pdisp0 補強材上端の引き抜け変位量（mm）
CH008 Load02 〃 CH019 Pdisp1 補強材下端の引き抜け変位量（mm）
CH009 Load03 〃 CH020 Pload0 補強材上端の引張荷重（kN）
CH010 Load04 せん断荷重（kN） CH021 Pload1 補強材下端の引張荷重（kN）

Fig. 55　大型 DS試験機のフィードバック制御システムの概要
Feedback control system in the large DS test device
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その後，せん断開始時に，圧密時の荷重制御方式からせ
ん断時の荷重―変位制御方式に切り替えた。この制御で
は，せん断時に一定の鉛直応力を保ちつつ，上箱と下箱
が平行な状態を保つよう各 4つの鉛直載荷軸の変位・荷
重が独立して制御されている。なお，せん断開始直前の
下箱と上箱の位置を完全な平行状態であるとして，せん
断開始前の上載板に取り付けられた 4つの鉛直変位計の
読み値（Disp0, Disp1, Disp2, および Disp3）を鉛直方向の
変位の基準値にした。
次に，せん断過程における制御方法について説明する。
開発したプログラムでは以下の 2つのフィードバック制
御が同時に処理されている。
①　鉛直応力を一定に保つ荷重制御
②　 上下箱の平行度を一定に保つ変位制御（モーメン
トの補正）

前者の荷重制御では，現在の総荷重（CKN）と目標の
総荷重（TKN）との荷重差（DKN= TKN- CKN）を 4等分し
た荷重増分を制御変数として，各鉛直載荷軸での過不足
な鉛直荷重（=DKN/4）をフィードバック制御により増減
させた。すなわち，全体の鉛直荷重の目標値と現在値と
の差がゼロになるよう制御されている。 
後者は，鉛直方向の各変位量（Disp0, Disp1, Disp2, お
よび Disp3）の平均値∆ yave（供試体の平均的な鉛直変位
量）と各変位量との変位差（∆ Disp0, ∆ Disp1, ∆ Disp2, お
よび ∆ Disp3）を制御変数として各点での変位差がゼロ
になるよう，載荷板の四隅の鉛直載荷軸（Vertical rod0, 
Vertical rod1, Vertical rod2 および Vertical rod3）の鉛直荷
重をコントロールした。
上記の「荷重制御」と「変位制御」を同時に処理する
必要があるため，各制御において各載荷装置を制御する
ための出力電圧値を各鉛直載荷軸ごとに足し合わせた。
出力電圧値の算出は，電圧の変化に対する載荷装置の載
荷特性と供試体の圧縮剛性の関係から理論上求めること
ができる。しかし，実際には載荷装置システムに供給さ

れる空気圧および油圧が平衡状態になるまでのタイムラ
グすなわち，出力した電圧値に対する荷重―変位の応答
への遅れが存在する。したがって，フィードバック制御
の時間間隔が載荷装置システムの応答性に対して短い場
合は，時間的な遅れを考慮して出力電圧値を定める必要
が生じる。さらに，ラッシュブースターを使用する場合，
シリンダー内面とピストン間の摩擦が大きいため，載荷
と徐荷の過程で Fig. 56のようにヒステリシス特性が現
れる。そのため，一義的に電圧に対する荷重・変位関係
が定まらない。つまり，載荷装置の応答性あるいは載荷
過程でのヒステリシス特性を含めて出力電圧値を理論的
に設定する必要が生じる。しかし，これらの影響をすべ
て考慮して制御するのは容易なことではなく，また，現
実的な方法でない。そのため，本研究では試行錯誤的に
変位差および荷重差の大きさに応じた出力電圧値をプロ
グラム上に設定し，試験結果に良い精度を与える出力電
圧値を求めた。なお，試験結果の精度については次節に
示す。
（6）試験結果の制御結果と信頼性
Fig. 57 にベロフラムシリンダーおよび油圧シリン
ダーを使用した条件での無補強供試体の典型的な試験

Fig. 56　ラッシュブースターを用いた油圧シリンダーの
　　　　　  載荷ヒステリシス

Loading the hysteresis of the oil cylinder with a rush booster

Table 12　D/Aボードの出力チャンネル接続表
Output cannel list of D/A board

CH 出力先の装置 操　作 制御内容
CH000 鉛直載荷装置 EPによる空圧制御 鉛直荷重の増減
CH001 〃 〃 〃
CH001 〃 〃 〃
CH003 〃 〃 〃
CH004 水平せん断載荷装置 モーター回転数 せん断変位速度の増減
CH005 〃 〃 〃
CH006 〃 モーター正反転 正負のせん断方向の切替え
CH007 〃 〃 〃
CH008 〃 モーターオンオフ せん断の開始・停止
CH009 〃 〃 〃
CH010 引張載荷装置 EPによる空圧制御 補強材上端部の引張荷重の増減
CH011 〃 〃 補強材下端部の引張荷重の増減




